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は　じ　め　に

　
食品産業環境対策支援事業は、平成２２年度から開始され、本年度は３年目の区切りとなる。
平成２２年度は「食品廃棄物発生抑制推進事業」として、平成１９年に食品リサイクル法の改正
の中で「発生抑制のみを単独で評価する目標を設けること」とされたことを受け、食品廃棄物
の発生状況等について企業へのヒアリングや事例調査、発生抑制の取組に関するアンケート調
査等を行い、調査結果に基づく「事業成果説明会」を開催した。同年度末の３月１１日に東日本
大震災が発生し、被災地において多大な被害を受けたのみならず、地域によっては食料の供給
に一部滞りが生じたり、節電による計画停電を行うといった事態を余儀なくされた。このこと
は、日ごろ何気なく入手してきた食料や電力といったライフラインの重要性について、全国民
が認識を新たにする契機になったと考えられる。
平成２３年度は節電への対応や原材料調達・商品流通の変更等、食品産業においても大震災の
影響を大きく受ける中、消費者の食品に対する意識の変化も見られた年であった。特に、必要
以上の室温設定や照明、食べられるにも関わらず廃棄される食品ロスに対する「もったいない」
という気持ちが顕在化されつつあり、これまで消費者の要望を過度に推し量ることにより行わ
れてきた企業側の慣行そのものを、根本から見直すきっかけにもなったといえる。こうした中、
２３年度は、「食品産業環境対策支援事業」となり、CO２削減の推進についても、本事業の中で合
わせて実施することとなった。事業者単独の取組だけでなく、製造から流通を経て消費者へと
つながるフードチェーン全体を踏まえたロスの削減や、飲食店での食べ切り運動等の消費者を
巻き込んだ取組について調査し、全国で計１０回のセミナーやシンポジウムを開催し、普及啓発
を行ってきたところである。
３年目となる今年度は、わが国のエネルギー政策が大きな転換期を迎えていると同時に、京
都議定書の第一約束期間の最終年度でもあった。地球環境の保全のみならず、今後我が国が国
際的な発言力・競争力を保っていくためにも、業界をあげた温室効果ガスの削減、環境対応に
取り組んでいく必要がある。また、エネルギーコストや原材料費が高騰する中、省エネルギー
や食品ロスの削減は、企業経営の改善に大きく役立つ取組でもある。
こうした背景を受けて、今年度の事業では、過去２年の成果を発展させ、フードチェーン全
体を視野に入れた食品産業の環境対策の方向性について整理した。CO２削減については、関連
の施策・制度を整理するとともに、エネルギー、廃棄物、用排水、容器包装、物流等の総合的
な観点から食品産業における削減取組の必要性を整理し、具体的な対策をとりまとめた。また、
食品ロスについては、商取引慣行に起因する食品ロスの削減に向けたワーキングチームを立ち
上げ、製造・卸・小売の関係各社の参加により、返品やいわゆる３分の１ルールの改善につい
ての協議の状況をとりまとめている。
本事業の成果が今後の食品産業の発展と環境対策取組の推進に少なからず寄与するとともに、
国民・消費者の一層の理解と協力につながることを期待するものである。

平成２５年３月
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Ⅰ　事業の成果

１．事業の目的と概要
１－１　事業の背景
⑴　食品産業をめぐる環境対策の必要性
食品関連事業者が事業を行っていく上で遵守すべき法規制のうち、廃棄物・資源循環に関するものとし
て廃棄物処理法や食品リサイクル法、地球温暖化やエネルギーに関するものとして温対法や省エネ法があ
る。これらの法律では、事業活動に伴い一定以上の消費や排出を伴う事業者に対して計画策定や定期報告
の義務を課すことにより、総量としての環境負荷を抑えている。
一方、循環型社会の形成や温暖化対策に関する自主的な取組としては、業界団体における環境自主行動
計画や節電計画、個別企業・事業所レベルでのISO１４００１やエコアクション２１の取得、環境報告書・CSRレ
ポートによる情報公開等がある。これらに取り組んでいる企業においては、環境保全に関する方針や目標・
計画、環境マネジメントに関する状況、環境負荷の低減に向けた取組の状況（CO２排出量、廃棄物排出量、
水や原材料、資材の使用量、化学物質の取扱量等）についても公表し、環境取組に対する社会的説明責任
を果たしている。また、これらの公表を通して環境コミュニケーションを促進し、取組の自主的改善や社
会からの信頼を得ることを目指している。

 

図１－１－１　食品産業に関係する主な法規制と企業の環境対策の概要

１－１　事業の背景
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こうした取組の結果、例えば食品リサイクル法における再生利用等実施率の向上等、食品産業の環境負
荷削減の動きは分野ごとに進んでいるといえる。しかしながら、取り組むべき分野は多岐に渡り、環境対
策に充てられる資源・費用にも限りがある中、食品産業として総合的かつ効率的に環境負荷を低減してい
くには、個別企業・個別分野での取組だけでなく、フードチェーン全体を視野に入れた環境負荷削減の取
組を推進し、評価していくことが必要である。
また、食品産業の国内生産額は約８２兆円（平成２０年度）で、全産業（１,００２兆円）の約８％に相当するが、
その構造をみると、製造、卸売、小売、外食産業のいずれも中小零細企業の比率が９８～９９％を占めている１）。
定期報告義務が課されている大規模な企業においては継続的な取組を推進していくと同時に、事業所数で
は９８％以上を占める中小零細企業に対しても、食品廃棄物の発生抑制やCO２削減等の環境対策を推進し、
食品産業全体として環境負荷を削減していくことが必要である。

⑵　これまでの事業における成果と課題
本事業は、平成２２年度に食品廃棄物発生抑制推進事業として開始され、食品廃棄物の発生状況等の実態
調査として、企業へのヒアリングや優良事例の調査、発生抑制の取組に関するアンケート調査等を行うと
ともに、調査結果に基づく「事業成果説明会」を開催した。ただし、３月１１日に発生した東日本大震災の
影響を受け、成果説明会は全４回の開催予定に対して、２回のみの開催となった。なお、本事業では食品
廃棄物の発生抑制の取組推進のみを行い、CO２削減については別の表彰事業が行われていた。
２３年度からは、「食品産業環境対策支援事業」としてCO２削減の取組推進についても本事業にて行うこと
となった。ISO１４００１やエコアクション２１を取得している事業者に対して、取組の内容や課題に関するアン
ケート調査を行うと同時に、震災後の節電によりどのような省エネ効果があるかの解析や、省エネ診断等
を通じた現場での具体的な取組内容を調査した。また、食品廃棄物については、前年度調査結果を元にア
ンケートによって情報を追加し、CO２削減に関する調査結果と合わせて、食品関連事業者の方々の取組を
推進するため、全国８箇所でのセミナーと、東京・大阪でのシンポジウムを開催したところである。
調査方法としては、郵送によるアンケートの実施、環境報告書等に基づく取組事例の抽出、食品関係の
各協会に対するヒアリングと先進的な取組の紹介依頼、それらの企業に対するヒアリング調査等を行って
きた。この方法により、環境対策に積極的な事業者からの情報提供や協力が得られ、先進事例等も収集さ
れたが、中小零細規模の事業所に対してはアプローチを行うことが難しく、アンケートによる課題抽出や、
研修会（セミナー、シンポジウム）を通した情報提供も行いにくいのが実情であった。食品産業全体とし
て取組を推進していくためには、９８％以上を占める中小規模以下の事業者に対するアプローチの方法を検
討していくことが必要である。
また、メーカー、卸売業、および小売業という流通を経由して消費者に食品が届くまでの取引過程には、
長年の取引のなかで発生し定着してきた商慣習があり、食品ロス（質的には食べられるにもかかわらず廃
棄される食品）が生じる原因になっていることが明らかとなってきた。しかしながら、長らく続いてきた
商慣習を自助努力のみで変えるのは難しく、個別企業のみならず、業界やフードチェーン全体を視野に入
れた検討が必要である。 

１－１　事業の背景

１）食料・農業・農村政策審議会食料産業部会食品リサイクル小委員会合同会合　中央環境審議会循環型社会部会食品リサイクル専門委員会　
第１回合同会合　参考資料（２０１３．３．２８）
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⑶　平成２４年度事業の目的
今年度の事業では、過去２ヵ年の事業で得られた成果と課題を踏まえて、フードチェーン全体を視野に
入れた食品産業の環境対策の方向性について整理し、CO２排出削減及び食品廃棄物の発生抑制を中心とし
た取組を具体的に推進させることを目的とした。
CO２排出削減については、エネルギーだけでなくフードチェーンの全体を通したCO２発生要因を分析し、
取り組むべき方向性を検討した。また、前年度に実施した実態調査・研修会開催等を通して見出された課
題を解決するため、特に中小企業から共感を得られる取組や、消費者の取組を推進する方策等についての
調査及び普及啓発を行うこととした。
食品廃棄物については、これまでの調査で課題として挙げられてきた「商取引慣行に起因する食品ロス」
の削減に向けた取組を一歩進めるため、製造、卸、小売の関係各社の参加によるワーキングチームを立ち
上げ、商取引慣行の改善について協議することとした。
 

図１－１－２　食品産業環境対策推進支援事業における３年間の事業内容

１－１　事業の背景
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１－２　２４年度事業の進め方
⑴　食品産業におけるCO２削減の取組推進について

昨年度の調査において、食品産業は製造、卸売、小売、外食と業態の幅が広く、また、事業者の規模に
も差があることから、共通のCO２削減対策を提示することは難しいという結果を得た。そこで、食品関連
の協会に対してご協力を依頼し、会員企業に対する情報収集（アンケートへの協力）と情報提供（調査結
果のフィードバック）を行っていただくこととした。これは、同じ協会に所属する企業であれば同じCO２
排出構造や削減の課題を持っていることが予測されること、また、事務局から直接連絡を行うことが困難
な多数の中小規模事業者に対しても、協会を通して情報提供等を行えると考えられるためである。
具体的には、図１－２－１に示すような枠組みを設定した。中小規模の事業所においては、人材や費用
の面で環境対応を行う余裕がないと考えている場合が多いと予想される。そこで、様々なCO２削減対策の
うち、企業にとってコスト削減に直結する「エネルギー削減」の分野を中心に実態把握と削減に寄与する
情報提供を行うこととした。また、「実施している」か「実施していない」かの二者択一ではなく、「どのく
らい実施しているのか」という割合で聞くことにより、今後の削減余地や推進方策を検討することとした。
また、昨年度の調査で、政府の要請によってあらゆる工夫をして取り組んだ「節電」の取組が、結果的
にCO２削減にも寄与しているという結果が得られていることから、その後の継続的な取り組み等について
も調査し、大幅な無理がなく効果的に取り組める内容を抽出し、データとして公表していくことを目指し
た。 

図１－２－１　CO２削減取組の推進に向けた調査・普及啓発の枠組み　

１－２　２４年度事業の進め方
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調査の方法としては、まず、昨年度のアンケートにご協力いただいた協会等に対して、本事業の趣旨と、
会員企業へのアンケート調査にご協力いただけるかをお聞きした。ご協力いただける協会においては、会
員企業にメールにて調査票を送信していただき、その回答を事務局で集計した。また、ヒアリング調査に
よる補足調査を行い、その結果をセミナーで情報提供することとした。
ただし、事業実施時期の関係でアンケート調査の実施中にセミナーを開催する必要があったため、セミ
ナーでは調査の全体方針と結果の中間報告を行い、最終的な結果については、本報告書にとりまとめるこ
ととなった。本報告書についてはウェブサイトに掲載することとし、その旨を食品関係の各協会にご連絡
することで、会員企業にアナウンスしていただくことを期待している。

⑵　食品産業における食品ロス削減の取組
過去２カ年の調査では、食品産業の製造、流通、販売の各段階ごとに、様々な要因により食品廃棄物が
発生していることがわかった。具体的には、以下のような要因が挙げられる。
・製造工程における不可食部や副産物、規格外品等
・欠品や品切れを防止するための過剰在庫
・販売期限の切れた売れ残り商品
・短い消費期限をもつ食品の見込み生産、発注量と販売量のミスマッチ等による売れ残り
・流通段階で生じた外箱の凹みや汚れ等による受取拒否
・売り場の棚替えや新商品の発売、大幅リニューアル等により回収された旧版商品
また、フードチェーンに関わる商慣習や消費傾向に起因するものとして、食品に設定された「納入期限」
や「販売期限」、買取商品の返品、消費者の過度な鮮度志向等も、食品廃棄物の発生の要因となっている
といえる。これらの大半は、食品として品質的には問題ないにも関わらず廃棄される「食品ロス」であり、
極小化を目指した取組が期待される。
わが国では、平成２４年４月から食品リサイクル法における「発生抑制の目標値」が設定され、食品事業
者における食品ロスの削減に向けた取り組みを強化してくこととされた。これを推進していくためには、
各企業の努力はもとより、フードチェーン全体で食品ロスの原因となっている商慣習を見直していくこと
が必要である。特に、食品産業における食品ロス発生の原因となり得る過剰在庫や納入期限等の商慣習に
ついては、フードチェーン全体で話し合いを行う必要がある。
こうした背景に基づき、食品業界において「食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチーム」を設
置することとし、解決を目指していくこととした。ワーキングチームには、フードチェーンに関連する食
品製造業・卸売業・小売業の各業界団体から推薦された企業に参加してもらうこととし、商慣習の実態に
ついて情報交換するとともに、取組むべき課題を把握し、ワーキングチームで検討・協議した取組を業界
全体へ普及させ、食品業界の体制整備のあり方を検討した。
 

１－２　２４年度事業の進め方
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２．食品産業における温室効果ガス排出動向と削減に向けた動き
２－１　温室効果ガスの排出動向
⑴　我が国の温室効果ガス排出実態
昨年１２月の速報値によると、２０１１年度の日本の温室効果ガスの総排出量は１３億７００万トンで、京都議定
書の規定による基準年と比較すると、総排出量としては３.６％（４,６００万トン）の増加である。なお、前年度
と比べると３.９％（４,９００万トン）の増加となっているが、この要因としては、東日本大震災の影響等により
製造業の生産量が減少する一方、火力発電の増加によって化石燃料消費量が増加したことなどが挙げられ
る。

　

部門別の排出量をみると、１９９０年に排出量の多かった産業部門、運輸部門は減少傾向にあるが、業務そ
の他部門、家庭部門からの排出量が増加し、運輸部門とほぼ同じ排出量となっている。
 

図２－１－１　日本の温室効果ガス排出量の状況

２－１　温室効果ガスの排出動向
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⑵　食品産業における温室効果ガス削減の排出実態
２０１０年度の温室効果ガス排出量（１２億５,８００万トン）を部門別にみると、産業部門が最も多く、総排出量
の約３分の１を占めている。このうち食料品製造業部門は全体の１.２％、産業部門に占める割合は３.６％と
なっている。

　

 

２－１　温室効果ガスの排出動向

図２－１－２　CO２の部門別排出量（電気・熱配分後）の推移
（カッコ内の数字は各部門の２０１１年度排出量の基準年排出量からの変化率）

図２－１－３　温室効果ガス排出量の内訳（２０１０年度）
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⑶　食品産業の環境自主行動計画
環境自主行動計画は、業界団体が自主的にCO２排出量削減の数値目標を設定し、省エネ設備の導入、燃
料転換、製造工程の改善、運転管理の高度化等の具体的な対策に取組む行動計画である。
２０１０年度実績では、計画を策定している２０業種のうち、１５業種が目標水準に達している。この理由とし
て、省エネ設備の導入や燃料転換等が進んだことに加え、電気事業者の京都メカニズムクレジット償却に
よる電力CO２排出係数の改善が影響している。 

２－１　温室効果ガスの排出動向
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２－１　温室効果ガスの排出動向
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２－２　食品関連事業者による取組状況
⑴　食品関連事業者に対するアンケート調査

食品産業における地球温暖化防止につながるCO２削減対策への取組状況を把握するためのアンケート調
査を実施した。
 

■食品関連事業社へのアンケート■
　●目　　的：　
　　　⑴　CO２削減に関する考え方、エネルギー削減取組の実施状況を把握する
　　　⑵　特に温室効果ガス排出量の報告義務、あるいは省エネ法の省エネ目標策定義務の対象となっ

ていない中小規模の事業者に対して、事業活動においてどのようなCO２の発生要因や省エネの
可能性があるかを認識していただく

　　　⑶　調査結果を活用し、取り組みやすいものから普及拡大を図るとともに、フードチェーン全体
でCO２やエネルギー削減進めるための方策について検討する

　●調査対象：食品関連事業者

　●調査期間：平成２４年１２月２５日～２５年２月８日　

　●調査方法：
　　　・食品関連の協会等２２団体に対して、会員企業への調査を依頼
　　　・ご協力いただける協会から、会員企業に対してメールにてアンケート送信
　　　・回答は、メールにて各協会又は事務局に返信

　●回収状況：　
　　　・回収件数　１０３社（製造業８２社、卸売業１３社、小売業８社）　
　　　・ご協力いただいた協会と回答企業数
　　　　－社団法人日本冷凍食品協会：５２社
　　　　－社団法人日本惣菜協会：１４社
　　　　－全日本菓子協会：１０社
　　　　－社団法人日本乳業協会：６社
　　　　－社団法人日本加工食品卸協会：１３社
　　　　－日本スーパーマーケット協会：８社

２－２　食品関連事業者による取組状況
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⑵　CO２排出削減対策の実施状況
　ⅰ）CO２対策の推進状況

地球温暖化対策に繋がるCO２の排出抑制対策の推進体制の整備状況及び、削減対策をどの程度行って
いるかについて質問した。
推進体制については、「整備している」と回答したのは５４％であり、４３％が「整備していない」と回答
している。また、削減対策の取組状況については、“取り組んでいる”（「積極的に取り組んでいる」「一部取
り組んでいる」の合計。以下同様）が７７社、“取り組んでいない”（「あまり取り組んでいない」「ほとんど
取り組んでいない」の合計。以下同様」）が２５社であった（１社は無回答）。
「取り組んでいる」と回答した企業で最も多かった理由が「エネルギー関連コストの削減」、「取り組ん
でいない」と回答した企業で最も多かった理由が「CO２削減に取り組む人材や費用が確保できていない」
と、どちらも経済性（コスト）関係を一番に挙げていた。その他、取り組んでいる理由としては、３．１１
以降の節電要請や、業界の傾向に準じているといった外発的な理由が、事業活動における環境配慮の一
環という内発的な理由よりも若干多いという結果となっている。
一方、取り組んでいない理由としては「CO２削減に取り組むことが業務として位置づけられていない」、

「具体的に何をすればよいかわからない」、「特に対策の必要性を感じていない」と回答している企業も多
い。取り組んでいないと回答している事業所のうち、約半数が年商１０億円未満、約９割が１００億円未満
の事業所であり、温室効果ガス排出量の報告義務、あるいは省エネ法の省エネ目標策定義務の対象となっ
ていることが確認できたのは２社であった。 

２－２　食品関連事業者による取組状況
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２－２　食品関連事業者による取組状況

図２－２－１　CO２排出削減対策の取組状況とその理由

設問：地球温暖化対策に繋がるCO２削減に係る推進体制を整備していますか

設問：CO２排出抑制対策をどの程度行っていますか。




